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おける議論の状況について
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地域医療構想に関するＷＧ 議事

○ 第４回 地域医療構想に関するワーキンググループ（平成29年５月10日開催）

１．地域医療構想に関するワーキンググループにおける今後整理が必要な事項について
２．平成28年度病床機能報告の結果について
３．各都道府県の地域医療構想について
４．急性期指標について
５．その他

○ 第５回 地域医療構想に関するワーキンググループ（平成29年６月２日開催）

１．大学病院等における地域医療構想への取組について
２．平成28年度病床機能報告の結果について（その２）
３．病床機能報告の項目の追加・見直しについて
４．その他

○ 第６回 地域医療構想に関するワーキンググループ（平成29年６月22日開催）

１．平成28年度病床機能報告の結果について（その３）
２．地域医療構想調整会議における具体的な検討事項について
３．その他
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各都道府県の地域医療構想について



地域医療構想の策定時期について

12
16

20

39

12

4
4

19

8

平成28年１～３月 平成28年４～６月 平成28年７～９月 平成28年10～12月 平成29年１～３月

青森、岩手、栃木、
千葉、静岡、滋賀、
大阪、奈良、岡山、
広島、愛媛、佐賀

福井、山梨、
和歌山、大分

北海道、宮城、秋田、福島、茨城、
群馬、埼玉、神奈川、石川、愛知、兵庫、
鳥取、島根、徳島、香川、高知、長崎、
宮崎、鹿児島

新潟、富山、長野、
三重、京都、福岡、
熊本、沖縄

山形、東京、
岐阜、山口

○ 平成27年４月より、各都道府県において地域医療構想の策定を開始し、平成28年度末までに全て
の都道府県で策定を完了。
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都道府県で策定された地域医療構想の区域数等について

【構想区域の設定について】
○ 構想区域の数：341区域

・ 二次医療圏と一致：41都道府県（328区域）
・ 二次医療圏を統合：５県（13医療圏 → ６区域）
・ 二次医療圏を分割：１県（３医療圏 → ７区域）

【病床の必要量について】
○ 構想区域ごとに、2015（平成27）年度病床機能報告における病床数と、2025（平

成37）年における病床の必要量とを比較※１

※１ 病床の必要量は、個々の医療機関内での病棟の構成や個々の病棟単位での患者の割合等を正確に反映したものではないこ
とから、必ずしも、病床機能報告の病床数と数値として一致する性質のものではないが、参考として比較したもの

○ 慢性期機能の推計方法の選択について
・ パターンＡを使用 ：０区域
・ パターンＢを使用 ：241区域
・ 特例を使用 ：98区域※２

・ 当該構想区域の入院受療率を使用：２区域※３

※２ 特例（パターンＣ）を適応可能な区域：100区域
※３ 都道府県単位の全国最低値を下回る構想区域（最上構想区域、置賜構想区域）において適用5

病床機能 病床機能報告＜病床の必要量 病床機能報告＞病床の必要量 病床機能報告＝病床の必要量

高度急性期 205区域 126区域 10区域

急性期 13区域 328区域 -
回復期 336区域 ５区域 -
慢性期 69区域 270区域 ２区域

（2015） （2025） （2015） （2025） （2015） （2025）
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構想区域の設定状況について ①

二次医療圏 構想区域

【愛知県】
○ 「名古屋医療圏」と

「尾張中部医療圏」を
統合した「名古屋・尾
張中部構想区域」を設
定

① 複数の二次医療圏を統合 ※該当都道府県：５県（福島、神奈川、愛知、香川、熊本）

【熊本県】
○ 「熊本圏域」と「上

益城圏域」を統合した
「熊本・上益城構想区
域」を設定

【福島県】 ・「会津医療圏」と「南会津医療圏」を統合した「会津・南会津構想区域」を設定
【神奈川県】・「横浜北部医療圏」「横浜西部医療圏」「横浜南部医療圏」を統合した「横浜構想区域」を設定
【香川県】 ・「大川保健医療圏」と「高松保健医療圏」を統合した「東部構想区域」を設定

・「中讃保健医療圏」と「三豊保健医療圏」を統合した「西部構想区域」を設定6
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構想区域の設定状況について ②

二次医療圏 構想区域

【三重県】
○ 「北勢保健医療圏」

を３分割し「桑員区
域」「三泗区域」「鈴
亀区域」を設定

○ 「中勢伊賀保健医療
圏」を２分割し「伊賀
区域」「津区域」を設
定

○ 「南勢志摩保健医療
圏」を２分割し「松阪
区域」「伊勢志摩区
域」を設定

② 二次医療圏を分割 ※該当都道府県：１県（三重）

南勢志摩保健医療圏

中勢伊賀保健医療圏

北勢保健医療圏

東紀州保健医療圏

桑員区域

三泗区域

鈴亀区域

伊賀区域
津区域

松阪区域 伊勢志摩区域

東紀州区域
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地域医療構想調整会議における
具体的な検討事項について



地域医療構想の実現プロセス
１． まず、医療機関が「地域医療構想調整会議」で協議を行い、機能分化・連携を進める。都道府県

は、地域医療介護総合確保基金を活用。
２． 地域医療構想調整会議での協議を踏まえた自主的な取組だけでは、機能分化・連携が進まない場合

には、医療法に定められた都道府県知事の役割を適切に発揮。

STEP1   地域における役割分担の明確化と将来の
方向性の共有を「地域医療構想調整会議」で協議

個々の病院の再編に向け、各都道府県での「調整会
議」での協議を促進。

① 救急医療や小児、周産期医療等の政策医療を担
う中心的な医療機関の役割の明確化を図る

② その他の医療機関について、中心的な医療機関
が担わない機能や、中心的な医療機関との連携
等を踏まえた役割の明確化を図る

STEP２「地域医療介護総合確保基金」により支援

都道府県は、「地域医療介護総合確保基金」を活用
して、医療機関の機能分化・連携を支援。

・病床機能の転換等に伴う施設整備・設備整備の
補助等を実施。

STEP３ 都道府県知事による適切な役割の発揮

都道府県知事は、医療法上の役割を適切に発揮し、
機能分化・連携を推進。

【医療法に定められている都道府県の権限】
① 地域で既に過剰になっている医療機能に転換しよう

とする医療機関に対して、転換の中止の命令（公的医
療機関等）及び要請・勧告（民間医療機関）

② 協議が調わない等の場合に、地域で不足している医
療機能を担うよう指示（公的医療機関等）及び要請・勧
告（民間医療機関）

③ 病院の開設等の許可申請があった場合に、地域で不
足している医療機能を担うよう、開設等の許可に条
件を付与

④ 稼働していない病床の削減を命令（公的医療機関等）
及び要請・勧告（民間医療機関）

※ ①～④の実施には、都道府県の医療審議会の意見を聴く等の
手続きを経る必要がある。

※ 勧告、命令、指示に従わない医療機関には、医療機関名の公
表や地域医療支援病院の承認の取消し等を行うことができる。
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3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

・都道府県職員研修（前期）
・データブック配布及び説明会
・基金に関するヒアリング

・都道府県職員研修（中期）
・地域医療構想の取組状況の
把握

・都道府県職員研修（後期）
・病床機能報告の実施

（平成29年度については、第
７次医療計画に向けた検討を
開始）

●具体的な機能分化・連携に向
けた取組の整理について
・県全体の病床機能や５事業等
分野ごとの不足状況を明示

●病床機能報告や医療計画
データブック等を踏まえた役
割分担について確認

・不足する医療機能の確認
・各医療機関の役割の明確化
・各医療機関の病床機能報告
やデータブックの活用

●機能・事業等ごとの不足を
補うための具体策についての
議論

・地域で整備が必要な医療機
能を具体的に示す

・病床機能報告に向けて方向
性を確認

●次年度における基金の活用
等を視野に入れた議論

・次年度における基金の活用
等を視野に入れ、機能ごとに
具体的な医療機関名を挙げた
うえで、機能分化・連携若し
くは転換についての具体的な
決定

●次年度の構想の具体的な取
組について意見の整理

・地域において不足する医療
機能等に対応するため、具体
的な医療機関名や進捗評価の
ための指標、次年度の基金の
活用等を含むとりまとめを行
う

●病床機能の分化・連携に向けた好事例や調整困難事例について収集・整理（国において全国状況を整理）
●地域住民・市区町村・医療機関等に対する情報提供（議事録の公開、説明会等）

１回目 ２回目 ３回目 ４回目

：国から都道府県へ進捗確認

○ 次のような年間のスケジュールを毎年繰り返すことで、地域医療構想の達成を目指す。

地域医療構想調整会議の進め方のサイクル（イメージ）

10

国

都
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地域医療構想調整会議における議論の進捗状況を把握する際に
都道府県に対し確認する事項について①（案）

１．調整会議の開催状況等（構想区域毎）
開催日、会議名称、参加者、議事・協議内容、決定事項（例：整備計画）

２．データ共有の状況等（構想区域毎）
(1) 病床機能報告における未報告医療機関への対応状況

(2) 病棟単位で非稼働である病棟に関する現状把握

(3) 区域全体の病床機能報告の病床機能ごとの病床数の経年変化と、病床の必要
量との比較

(4) 各医療機関の病床機能報告結果の変化（６年後に過剰な病床機能へ転換しよ
うとしている医療機関の把握を含む）

(5) 病床機能報告データやデータブック等を活用した、地域において各医療機関
が担っている役割に関する現状分析と共有

○ 都道府県の地域医療構想の達成に向けた取組状況や課題について共有し、地域医療構想
調整会議における議論を活性化することが重要。このため、次の事項について、各都道府
県に対して、定期的に確認することとしてはどうか。

特に、有効と考えられる分析方法等については、各都道府県に対し共有する。

第６回地域医療構想に
関するＷＧ 資料2-1
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地域医療構想調整会議における議論の進捗状況を把握する際に
都道府県に対し確認する事項について②（案）

３．具体的な機能分化・連携に向けた取組について（構想区域毎）
(1) 第７次医療計画における５疾病５事業及び在宅医療等の中心的な医療機関が担う

役割について
（第７次医療計画の策定に向けて新たに検討が必要な事項の例）
• 心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制における慢性期（再発・増悪予防）の役割
• 小児医療体制における「小児地域支援病院」の役割
• 災害医療体制における「災害拠点精神科病院」の役割 等

(2) 平成29年３月末までに策定が完了している新公立病院改革プランと当該構想区域
における公立病院の担うべき役割について
（→齟齬がある場合には、必要に応じてプランの見直しが必要）

(3) 特定機能病院の地域における役割と病床機能報告内容の確認について

４．調整会議での協議が調わないとき等の対応について
平成29年度は、調整会議における議論の状況等について把握

５．地域住民・市区町村・医療機関等への普及啓発の状況（全県・構想区域毎）
調整会議の資料及び議事録の公表、住民説明会の開催等

第６回地域医療構想に
関するＷＧ 資料2-1
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平成28年度病床機能報告の結果について
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【平成２６年度（制度開始）】
○ 定性的な基準を設定

【平成２７年度】
○ 地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会において、以下の対応

・ 一部の特定入院料と病床機能について一般的な取扱いを整理
・ 診療報酬改定に伴うシステム改修等に併せて、病棟コードを導入

【平成２８年度】
○ 電子レセプト請求をしている病院において、病棟の情報（病棟コード）を記録

○ 年度末までに各都道府県に集計結果が提供され、ホームページに掲載予定

病床機能報告制度の基準に関するこれまでの経緯について
第10回医療計画の見直し等に

関する検討会 資料３（一部改変）



5,882

170,254

15,501

584,416

3,640

139,062

8,132

354,359

病棟数

病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

４機能ごとの病棟数及び病床数について
（病院、診療所）

○ 高度急性期については、病棟あたりの病床数が他と比べて少ないため、病棟数が占める割合に比
べ、病床数が占める割合が低くなっている。

15

（病院、診療所） 病棟数 （％） 病床数 （％） 平均値

高度急性期 5,882 17.7% 170,254 13.6% 29

急性期 15,501 46.8% 584,416 46.8% 38

回復期 3,640 11.0% 139,062 11.1% 38

慢性期 8,132 24.5% 354,359 28.4% 44

(17.7%) (46.8%) (11.0%) (24.5%)

(13.6%) (46.8%) (11.1%) (28.4%)

※ 上記データは、平成28年度病床機能報告において、以下のエラーを除外し、集計したもの。
エラー：「報告対象外」、「病院/有床診療所相違」「許可病床数記載不備」、「医療機能記載不備（7月）」

第４回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２
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４機能ごとの特徴 ①
※７対１相当：0.6人／床、10対１相当：0.4人／床

13対１相当：0.3人／床
20対１相当：0.23人／床 25対１相当：0.18人／床
とそれぞれ換算（病床稼働率80%と仮定）

精査中

（病床あたり看護師数及び准看護師数）＝（看護師数（常勤）＋看護師数（非常勤）＋准看護師数（常勤）＋准看護師数（非常勤））÷（許可病床数）

病床あたり看護職員数

0.4人／床

0.6人／床

5.6%（326病棟）

80.8%（4,704病棟）

第５回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２

0.4人／床

0.3人／床

37.1%（4,443病棟）

0.6人／床

6.7%（809病棟）

16.9%（2,026病棟）

0.3人／床

一般病床 療養病床

0.4人／床

11.1%（125病棟）

47.6%（534病棟）66.2%（1,104病棟）

6.2%（103病棟）

0.23人／床

0.18人／床
95.8%（7,019病棟）

高度急性期 急性期

回復期 慢性期
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４機能ごとの特徴 ②

平均在棟日数 ※７対１相当：18日以内 10対１相当：21日以内
13対１相当：24日以内 15対１相当：60日以内

（入院基本料の施設基準における平均在院日数の要件）

精査中

（平均在棟日数）＝（在棟患者延べ数）÷（（（新規入院患者数）＋（退棟患者数））÷２） ※平成27年７月１日～平成28年６月30日の１年間の患者数

18日以内 90.2%（5,221病棟） 20日以上
7.0%（406病棟）

第５回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２

24日以内 88.0%（10,475病棟）

21日以内 82.1%（9,765病棟）

18日以内 71.5%（8,507病棟）

30日以上 6.7%（804病棟）

60日

24日

90日
一般病床 療養病床

76.9%（863病棟）29.3%（485病棟）

180日

90日

300日

82.3%（6,002病棟）

40.6%（2,963病棟）

高度急性期 急性期

回復期 慢性期
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４機能ごとの主とする診療科について（病院）

複数の診療科で

活用, 54%

小児科, 10%救急科, 5%

循環器内科, 4%

脳神経外科, 3%

外科, 3%
産婦人科, 3%

整形外科, 3%
内科, 2%

産科, 2%

消化器内科（胃

腸内科）, 2%

複数の診療科

で活用, 67%
内科, 10%

整形外科, 6%

外科, 3%
産婦人科, 2%

脳神経外科, 
2%

消化器内科

（胃腸内科）, 
2%

小児科, 2% 循環器内科, 
1%

呼吸器内科, 
1%

複数の診療科で

活用, 55%リハビリテー

ション科, 29%

内科, 9%

整形外科, 5%

内科, 50%複数の診療科

で活用, 42%

小児科, 3%
神経内科, 2%

高度急性期 急性期

回復期 慢性期

○ 主とする診療科については、大半の病棟で「複数の診療科で活用」が選択されている。

※ 上記表は、平成28年度病床機能報告において、以下のエラーを除外し、集計したもの。エラー：「報告対象外」、「病院/有床診療所相違」、「医療機能記載不備（7月）」、「診療科の記載不備」



0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

1 500
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病棟ごとの提供されている医療の内容について
（病院、診療所）

○ グラフは、高度急性期機能を報告している病棟で、『循環器内科』もしくは『複数の診療科で活用
（うち、上位１位に『循環器内科』を選択）』を選択している病棟において、『病床あたり経皮的冠
動脈形成術のレセプト件数』を多い順に並べたもの。全764病棟（508施設）のうち、103病棟（48施
設）が実施件数０件となっている。

注）当該病棟で実績が無い場合であっても、当該施設の他の病棟で実施されている場合がある。
○ 実施件数０件の103病棟（84施設）のうち、施設全体における実施件数が０件であるのは48病棟

（38施設）であった。

1ヶ月間の病棟あたり
実施件数が1以上10未満の365病棟

1ヶ月間の病棟あたり
実施件数が０の103病棟

平成２８年６月
病棟あたり診療実績

病棟数 割合

10件以上 296 38.7%
1以上10未満 365 47.8%

0 103 13.5%
合計 764 100.0%

※病棟あたり10未満で＊表示されている病棟を、
便宜上、長方形のかたまりとして表現。

病
床
あ
た
り
経
皮
的
冠
動
脈
形
成
術
の
レ
セ
プ
ト
件
数

※ 上記グラフは、平成28年度病床機能報告において、以下のエラーを除外し、集計したもの。
エラー：「報告対象外」、「病院/有床診療所相違」、「病床数の記載不備」、「医療機能記載不備（7月）」、「診療科の記載不備」

うち、
55病棟（10施設）：

同じ施設内の他病棟で実施
48病棟（38施設）：

施設全体で実施件数０件

精査中
第４回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２
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急性期を報告した病棟の診療科別の分析について
（入院基本料ごとの診療行為） 精査中

1.06 

0.66 

0.28 

0.16 

0.52 

0.27 

0.14 
0.05 

7対１ 10対１ 13対１ 15対１

外科

病床あたり手術件数（平均値）

病床あたり全身麻酔手術件数（平均

値）

0.53 

0.40 

0.16 

0.10 

0.22 
0.19 

0.07 0.05 

7対１ 10対１ 13対１ 15対１

脳神経外科

病床あたり手術件数（平均値）

病床あたり全身麻酔手術件数（平均

値）

1.03 

0.72 

0.53 

0.36 

0.64 

0.46 
0.37 

0.23 

7対１ 10対１ 13対１ 15対１

整形外科

病床あたり手術件数（平均値）

病床あたり全身麻酔手術件数（平均

値）
病棟数

7対１ 434
10対１ 159
13対１ 11
15対１ 10

病棟数

7対１ 894
10対１ 559
13対１ 70
15対１ 88

病棟数

7対１ 695
10対１ 339
13対１ 31
15対１ 21

○ 急性期を報告した病棟のうち、主とする診療科として「外科／脳神経外科／整形外科」を選択、
または「複数診療科」を選択したうち上位１位に「外科／脳神経外科／整形外科」を選択した、一
般病床7/10/13/15対１入院基本料を届出している病棟を対象に以下の分析を実施。

○ それぞれの入院基本料を届出している病棟における、平成28年６月（１ヶ月間）に実施した病床
あたり「手術件数」及び「全身麻酔手術件数」を比較。

第５回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２



順天堂大学医学部附属順天堂医院
大分大学医学部附属病院

21

特定機能病院の報告状況の年次推移について

特定機能病院※の報告状況（病院別）の年次推移

10

75

H26

26

54

H27

28

53

H28

北海道大学病院
岩手医科大学附属病院
国立大学法人山形大学医学部附属病院
自治医科大学附属病院
獨協医科大学病院
防衛医科大学校病院
公益財団法人がん研究会 有明病院
東京大学医学部附属病院

藤田保健衛生大学病院
兵庫医科大学病院
奈良県立医科大学附属病院
和歌山県立医科大学附属病院
香川大学医学部附属病院
高知大学医学部附属病院
産業医科大学病院
久留米大学病院

31

54

旭川医科大学病院
札幌医科大学附属病院
筑波大学附属病院
千葉大学医学部附属病院
国立研究開発法人国立国際医療研究センター病院
公立大学法人横浜市立大学附属病院
国立大学法人三重大学医学部附属病院

28

57

精査中

※平成29年４月１日時点で特定機能病院と承認されている病院について、
平成26年度～平成28年度病床機能報告における報告状況をまとめたもの

慶應義塾大学病院

10

75

大阪市立大学医学部附属病院

東北大学病院
国立研究開発法人国立がん研究センター東病院
金沢医科大学病院

静岡県立静岡がんセンター
京都府立医科大学附属病院
島根大学医学部附属病院

川崎医科大学附属病院
佐賀大学医学部附属病院

H26～H28
報告全て
パターンH以外

H26、H27報告で
パターンH以外

H27報告のみ
パターンH以外

H28報告から
パターンH以外

H27、H28報告で
パターンH以外

パターンＨ

パターンＨ以外

第５回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２



特定機能病院 その他
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400床以上の病床規模の病院について

400床以上の病院
総数 ：525施設
特定機能病院 ：85施設
その他の病院 ：440施設

○ 400床以上※の病床を保有する病院のうち、特定機能病院とその他の病院につい
て、病床機能報告における４機能の組合せで分類。

急性期

高度急性期

特定機能病院

精査中

その他の病院

高度急性期

急性期

＜機能別病床数＞
高度急性期：90.2％（60,246床）
急性期 ：9.6％（6,429床）
回復期 ：0.1％（86床）
慢性期 ：0.1％（53床）

＜機能別病床数＞
高度急性期：37.6％（85,602床）
急性期 ：56.0％（127,668床）
回復期 ：2.7％（6,068床）
慢性期 ：3.7％（8,530床）

※ 一般病床の許可病床数を合計した値

第５回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２



医療機関施設名
構想
区域

許可
病床数

①

特定入院料
算定病床数

②

② / ①
（割合）

青森県立中央病院 青森 689 51 7.4%

国立大学法人弘前大学医学部附属病院 津軽 597 38 6.4%

八戸市立市民病院 八戸 552 54 9.8%

青森市民病院 青森 538 14 2.6%

独立行政法人労働者健康福祉機構
青森労災病院

八戸 472 0 0.0%

23

○ 青森県における400床以上※の病院について、その許可病床数、高度急性期機能として取り扱うこ
ととされている特定入院料を算定している届出病床数及び許可病床数に占める割合を整理したも
の。

※ 黄色マーカー：特定機能病院。

※

都道府県別病床機能報告の分析（青森県） 精査中

※ 一般病床の許可病床数を合計した値

第５回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２
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診療科別の分析

○ 特定機能病院の病棟のうち、主とする診療科として「循環器内科」を選択、または「複数診療
科」を選択したうち上位１位に「循環器内科」を選択した病棟を対象として以下の分析を実施。

○ 「高度急性期」を選択している病棟と、「急性期」を選択している病棟のそれぞれについて、
「経皮的冠動脈形成術件数」を検討。

○ 病床あたり経皮的冠動脈形成術件数：0.190件

87病棟 ９病棟

○ 病床あたり経皮的冠動脈形成術件数：0.109件

精査中

【循環器内科】

○ 特定機能病院の病棟のうち、主とする診療科として「耳鼻咽喉科」を選択、または「複数診療
科」を選択したうち上位１位に「耳鼻咽喉科」を選択した病棟を対象として以下の分析を実施。

○ 「高度急性期」を選択している病棟と、「急性期」を選択している病棟のそれぞれについて、
「手術総数」及び「全身麻酔手術総数」を検討。

○ 病床あたり手術件数 ：1.12件
○ 病床あたり全身麻酔手術件数：0.78件

60病棟 ８病棟

○ 病床あたり手術件数 ：1.23件
○ 病床あたり全身麻酔手術件数：0.71件

【耳鼻咽喉科】

第５回地域医療構想に関する
ＷＧ 資料２（一部改変）



医療機能の選択に当たっての考え方の整理（案）

病床機能報告制度は、平成２６年１０月からスタートし、これまで3回の報告があったところ。

これまでの報告の状況等を踏まえ、各医療機関が、いずれの機能を選択するのかに当たっての考え方を、改めて
整理することとしては、どうか。

（とある病棟のイメージ）

現在の病床機能報告においては、病棟が担う機能をいずれか１つ選択して、報告することとされている。
ただし、実際の病棟には、様々な病期の患者が入院していることから、医療機関は、提供している医療の

内容が明らかとなるように具体的な報告を、都道府県に報告することとされている。

基本的な考え方 ～ その１ ～

上記の考え方を基本としつつも、下記のように、当該病棟で、いずれかの機能のうち、もっとも
多くの割合の患者の機能を報告することを、基本としてはどうか。
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Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

各々の病棟については、

として報告することを基本とする。

「回復期機能」

「急性期機能」

「慢性期機能」

「高度急性期機能」

回復期機能の患者

高度急性期機能の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者

第５回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２



○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供する機能

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
診療密度が特に高い医療を提供する機能高度急性期機能

回復期機能

慢性期機能
特殊疾患入院医療管理料

特殊疾患病棟入院料

療養病棟入院基本料

救命救急入院料

特定集中治療室管理料

ﾊｲｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管理料

脳卒中ｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管理料

小児特定集中治療室管理料

新生児特定集中治療室管理料

総合周産期特定集中治療室管理料

新生児治療回復室入院管理料
急性期機能

※高度急性期機能に該当すると考えられる病棟の例
救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生児集中治

療室、新生児治療回復室、小児集中治療室、総合周産期集中治療
室であるなど、急性期の患者に対して診療密度が特に高い医療を
提供する病棟

○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の
意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は
難病患者等を入院させる機能

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療
やリハビリテーションを提供する機能。

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部
骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を
目的としたリハビリテーションを集中的に提供す
る機能（回復期リハビリテーション機能）。

地域包括ケア病棟入院料（※）

※ 地域包括ケア病棟については、当該病棟が
主に回復期機能を提供している場合は、回
復期機能を選択し、主に急性期機能を提供
している場合は急性期機能を選択するなど、
個々の病棟の役割や入院患者の状態に照ら
して、医療機能を適切に選択。

特定入院料等を算定する病棟については、一般的には、次のとおりそれぞれの機能として報告するものとして取り扱う。
その他の一般入院料等を算定する病棟については、各病棟の実態に応じて選択する。

26

回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟入院料

特定の機能を有する病棟における病床機能報告の取扱い



基本的な考え方 ～ その２ ～

特定入院料等を算定しない病棟について、一般的には次のとおり報告するものとして取り扱うこととしてはどうか。
また、次の組合せと異なる機能を選択することを妨げるものではないが、次の組合せと異なる機能を選択する場合に

ついては、地域医療構想調整会議で確認することとしてはどうか。

特定の機能を有さない病棟における病床機能報告の取扱い

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供する機能

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
診療密度が特に高い医療を提供する機能高度急性期機能

回復期機能

慢性期機能

一般病棟 ７対１

特定機能病院一般病棟 ７対１

専門病院 ７対１

急性期機能

※高度急性期機能に該当すると考えられる病棟の例
救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生児集中治

療室、新生児治療回復室、小児集中治療室、総合周産期集中治療
室であるなど、急性期の患者に対して診療密度が特に高い医療を
提供する病棟

○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の
意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は
難病患者等を入院させる機能

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療
やリハビリテーションを提供する機能。

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部
骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を
目的としたリハビリテーションを集中的に提供す
る機能（回復期リハビリテーション機能）。

一般病棟 １０対１

特定機能病院一般病棟 １０対１

専門病院 １０対１

一般病棟 １３対１

一般病棟 １５対１

専門病院 １３対１
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第５回地域医療構想に
関するＷＧ 資料２



回復期機能

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能。

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的とした

リハビリテーションを集中的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）。

平成２８年度 病床機能報告 報告マニュアル（抜粋）

３．報告の概要
３－１．報告様式１における報告項目の概要
（１）「Ⅰ 各病棟の病床が担う医療機能」について

病床機能報告における回復期機能の取扱いについて

○ 回復期機能については、「リハビリテーションを提供する機能」や「回復期リハビリテーション機能」のみで
はなく、リハビリテーションを提供していなくても「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療」を提
供している場合には、回復期機能を選択できることにご留意ください。

平成２８年度の報告マニュアルより、次の内容を追記したところ。

・ 平成２８年度の報告にあたり、報告マニュアルにおいて上記内容を追加し
たところであるが、現状の病床機能報告では、回復期リハビリテーション病棟
及び地域包括ケア病棟を算定している病棟が回復期機能の多くを占めている。

・ 平成２９年度の報告に向け、今般の病床機能報告の取扱いと併せて、リハ
ビリテーションを提供していなくても回復期機能を選択できることについて、
再度、周知徹底することとする。
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平成28年度病床機能報告の結果（慢性期機能）１
【平成28年度病床機能報告の状況（慢性期機能について）】

高度急性期

急性期

慢性期

回復期

一般

療養

医療療養

介護療養

（約8.8万床、約2,500病棟）

（約21.4万床、約5,000病棟）

（約26.7万床、約5,900病棟）

○ 慢性期機能と報告している病床のうち、その多くを占める療養病床について、さらに分析

精査中

（約35.4万床、約8,100病棟）

（約5.3万床、約1,400病棟）

＜内訳＞
○20対１： 約14.6万床、約3,200病棟
○25対１： 約6.3万床、約1,500病棟
○有床診： 約0.3万床
○その他： 約0.2万床

第６回地域医療構想に
関するＷＧ 資料１
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平成28年度病床機能報告の結果（慢性期機能）２
○ 慢性期機能と報告している病棟と、慢性期機能の病床の必要量とを比較。

慢性期機能（H28年度報告・全体）

○ アに該当する区域については、地域において必要とされる介護・在宅も含めた慢性期機能をどのよ
うに確保するかについて検討することとしてはどうか。

○ イに該当する区域については、まずは介護療養病床の今後の在り方について検討することとしては
どうか。

○ ウに該当する区域については、医療療養病床も含め、今後の在り方について検討することとしては
どうか。

精査中

慢性期機能≦病床の必要量 慢性期機能 ＞ 病床の必要量

慢性期機能（介護療養病床除く）

≦病床の必要量
慢性期機能（介護療養病床除く）

＞ 病床の必要量

68区域

219区域54区域

273区域

341区域

ア

イ ウ

第６回地域医療構想に
関するＷＧ 資料１
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平成28年度病床機能報告の結果（慢性期機能）６

【とある構想区域におけるイメージ】

患者割合 患者の退院先（人/月）

区分１ 区分２ 区分３
退院
総数

うち
自宅

うち
老健

うち
死亡

Ｘ病院（20:1、200床） ５% 25% 70% 15 1 2 10

Ｙ病院（25:1、150床） 85% 10% ５% 5 4 0 1

Ｚ病院（25:1、100床） 45% 30% 25% 20 5 8 6

地域において医療機関が担う機能について（病床機能報告結果の活用イメージ）

＜患者の状態について＞
○ Ｘ病院は、入院患者のうち医療必要度の高い医療区分２、３の占める割合が高く、Ｙ病院は、比較的医療必要度

の低い医療区分１の占める割合が高い。

＜患者の退院先について＞
○ Ｘ病院は、退院患者のうち「死亡」の占める割合が高い。
○ Ｙ病院は、施設規模と比べて、月当たりの退院患者数が少なく、退院患者のうち自宅退院の占める割合が高い。
○ Ｚ病院は、月当たりの退院患者数が比較的多く、ある程度高い割合で生存退院している。

○ 上記のように、各病棟における入院患者の状況や、患者の入退院の状況等を参考にし
ながら、各病院・病棟が担う役割について、議論を進める必要があるのではないか。

第６回地域医療構想に
関するＷＧ 資料１
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慢性期機能を担う病床に関する議論の進め方（案）

【慢性期病床の機能分化について】
○ 慢性期機能を担う病床については、地域ごとにどのような医療機関があり、それぞれ

の施設が今後どのような役割を担うのか、検討する必要がある。

○ 特に介護療養病床については、その担う役割を踏まえた上で、転換等の方針を早期に
共有する必要がある。

【慢性期機能を担う医療機関の実態の分析について】
○ 今後、慢性期病床の機能分化を進めるに当たっては、各病棟における入院患者の状態

（医療区分等）や入退院の状況、平均在院日数等を参考にしながら、当該病院・病棟の
地域における役割、位置付けを確認しながら、検討を進める。

○ ただし、入院元・退院先の把握に当たり、現在の病床機能報告では、毎年６月の単月
分の入退院患者に関する情報しか報告されておらず、平均在院日数の長い療養病床にお
いては、その担う機能が十分には把握できていない場合もある。

○ 今後は、１年間を通じて入退院患者に関する情報の報告を求めることとし、その内容
を踏まえ、実態に即した更なる検討を進める必要がある。

第６回地域医療構想に
関するＷＧ 資料１
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報告項目の追加・見直しについて（案）

▶「人員配置」に関して、以下の項目を追加してはどうか。
・ 医師数、歯科医師数（施設単位）
・ 管理栄養士数（施設単位、病棟単位）、診療放射線技師・臨床検査技師（施設単位）

▶「６年が経過した日における病床の機能」に関連し、６年後の「転換先の施設類型」を把握
するための項目を追加してはどうか。

▶ 「入院前・退院先の場所別の患者数」、「退院後に在宅医療を必要とする患者数」につい
て、報告対象期間を、現在の１か月間から、１年間に見直してはどうか。

▶ 稼働していない病床（※）がある場合は、その理由を併せて報告することとしてはどうか。
※原則、病棟単位で全て稼働していない場合を想定

▶ その他、都道府県のデータ活用における利便性の向上のため、以下の見直しをしてはど
うか。

・ 医療機関の設置主体の選択肢を追加
・ 特定機能病院、地域医療支援病院等の承認の有無の選択肢を追加

○「構造設備・人員配置等に関する項目」については、平成29年度報告（平成29年10月実施）から、
以下の点を見直してはどうか。

○「医療の内容に関する項目」については、平成30年度報告（平成30年10月実施）に向けて、平成
30年度診療報酬改定の内容を踏まえ、抜本的な見直しについて検討していくこととしてはどうか。

▶ 回復期・慢性期の機能を見える化する項目の検討 等

第５回地域医療構想に関する
ＷＧ 資料３（一部改変）
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地域医療構想に関するＷＧにおける今後整理が必要な事項

１ 地域医療構想調整会議での検討の進め方について

・ 急性期機能や回復期機能の病棟についての議論の進め方

・ 慢性期機能の病棟についての議論の進め方

・ 定期的な開催、臨時開催等の議論の進め方

・ 新公立病院改革ガイドラインに基づき策定された新公立病院改革プランの活用

・ 病棟ごとの職員数・診療実績等を活用した議論の進め方 等

２ 地域医療構想の進捗の把握の在り方について

・ 開催状況のほか進捗の把握が必要な事項

・ 病床機能報告を活用した把握 等

３ 今後の病床機能報告について

・ 病床機能報告の項目の追加・見直し

・ 報告対象の期間の考え方の整理

・ 病床機能報告の定量的な基準の検討 等

第４回地域医療構想に関する
ＷＧ 資料１（一部改変）


